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令和３年１１月１１日 

保健福祉政策部生活福祉課 

総 合 支 所 生 活 支 援 課 

 

 

 

生活保護相談実態把握調査の集計結果について 

 

１．主旨 

新型コロナウイルス感染症（以下、「コロナ」という。）拡大以後も、生活保護世帯及び

保護人員数については、大きな影響はみられていない。 

令和３年４月１４日の有識者会議にて、生活困窮者の実態把握や相談内容の分析が今後

の支援の在り方を考える上で重要であるとの助言を頂いたこと等から、生活保護相談者の

実態把握調査を実施したので、集計結果を報告する。 

 

２．調査の実施概要 

（１）調査対象 

  令和３年３月から４月までの間に各総合支所生活支援課（以下、「生活支援課」という。）

に生活保護の相談をしたが、生活保護申請に至らなかった方を対象とした。 

＊Ｎ＝３３４人 

 

（２）主な調査項目 

  ① 基本情報 

   年代、世帯員数等 

  ② 就労・収入状況 

   雇用形態、業種、収入の種類・金額等 

  ③ 資産・住宅状況 

   預貯金、家賃・住宅ローン月額等 

  ④ 他の制度の利用状況 

特例貸付、住居確保給付金の利用状況等 

  ⑤ その他 

相談に至った経緯、申請に至らなかった理由、コロナによる影響等 

 

（３）調査方法 

  生活支援課が相談記録を確認の上、集計した。 

  集計結果についてコロナの影響の有無により比較した。 

  なお、各項目において「不明」の場合は、集計に含めないものとする。＊一部を除く。 

 

３．集計結果 

 別紙のとおり 
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４．集計結果から分かったこと 

（１）コロナの影響（全体） 

 相談件数全体のうち、コロナによる影響がある方は 28.4％（95 件）であり、具体的な影

響は「収入減」（65 件）が最も多く、次いで「解雇」（17 件）であった。 

＊具体的な影響は重複あり 

 

（２）年代別・世帯類型別相談割合 

年代別では、稼働年齢層（「10 代」～「50 代」）の全体に占める割合が、「コロナ影響

あり」の場合は 64.5％であり、「コロナ影響なし」の 43.4％に比べて高かった。 

世帯類型別では、「その他」世帯（就労阻害要因なしの世帯等）の全体に占める割合

が、「コロナ影響あり」の場合は 57.9％であり、「コロナ影響なし」の 42.2％に比べて高

かった。 

 

（３）就労状況・業種別相談件数 

就労状況では、「コロナ影響あり」は「コロナ影響なし」に比べ、「就労中（非正規）」

（38.0％）と「無職（求職中）」（22.8％）の割合が高かった。 

 業種別では、「コロナ影響あり」は、「飲食店」（15 件）と美容・理容業等の「生活関連サ

ービス業」（15 件）が最も多く、次いで「卸売業、小売業」（10 件）、警備業等の「その他

のサービス業」（8 件）が多かった。 

 

（４）特例貸付・住居確保給付金の利用状況 

特例貸付では、「コロナ影響なし」は全体の 4.2％（7 件）に対し、「コロナ影響あり」は

全体の 44.2％（34 件）が制度を利用（予定含む）していた。 

 住居確保給付金では、「コロナ影響なし」は全体の 5.4％（9 件）に対し、「コロナ影響あ

り」は全体の 29.1％（23 件）が制度を利用（予定含む）していた。 

 

（５）相談に至った経緯 

「コロナ影響あり」は「収入が減少したため」（62 件）が最も多く、次いで「預貯金が少

なくなったため」（16 件）、「解雇（予定含む）されたため」（16 件）、「借金が支払えないた

め」（13 件）が多かった。＊重複あり 

 

（６）申請に至らなかった理由 

「コロナ影響あり」は「特例貸付の制度を利用」（32 件）が最も多く、次いで「ぷらっ

とホーム（自立促進・就労支援）を紹介」（20 件）、「住居確保給付金の制度を利用」（18

件）が多かった。＊重複あり 

上記３つのいずれかに該当する方（実数）の全体（実数）に占める割合は、「コロナ影

響あり」は 51.6％、「コロナ影響なし」は 10.2％であった。 

また「収入が基準以上」、「資産（預貯金、持家等）が基準以上」のいずれかに該当する

方（実数）の全体（実数）に占める割合は、「コロナ影響あり」は 21.1％、「コロナ影響

なし」は 40.3％であった。 
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５．新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金 

令和３年７月から、社会福祉協議会が実施する特例貸付の再貸付が終了する等により、

特例貸付を利用できない世帯に対して、就労による自立を図るため、また、それが困難な

場合には円滑に生活保護の受給へつなげるために、「新型コロナウイルス感染症生活困窮者

自立支援金」（以下、「自立支援金」という。）の支給を開始したため、実績等を合わせて報

告する。 

（１）支給対象世帯数（想定） 約 6,300世帯 

  社会福祉協議会が実施する特例貸付の再貸付が、令和３年１１月までに借り終わる世

帯等（生活保護受給世帯は除く。） 

（２）支給金額・期間 

  ① 支給金額 単身世帯：６万円 ２人世帯：８万円 ３人以上世帯：１０万円 

  ② 支給期間 ３か月間 

（３）申請期限 

  令和３年１１月末日 ＊当初の期限（令和３年８月末日）から延長 

（４）支給要件 

  収入・資産要件、求職活動要件があり、申請時にはハローワークの求職登録を行い、

支給開始後は就労による自立（収入増）を目指し、熱心に求職活動を行い、毎月区に報

告する必要がある。＊生活保護を申請した場合は除く。 

（５）実績（令和３年１０月末日時点） 

 

＊申請率 25.1％（申請受理件数／想定件数 6,300） 

＊審査中 502件（書類不備で提出依頼中等） 

（６）自立支援金の申請状況から分かったこと 

  特例貸付の再貸付が終了した方の中で、収入要件、資産要件、及び求職活動要件を満

たす世帯が申請できることになっていることから、自立支援金の申請率は 25.1％にと

どまっている。 

これは、申請要件の「収入要件」「資産要件」に該当していない、又は、収入は減少

しているが就労は継続しているため求職活動をする必要がないと考えている方が多いこ

とが推測される。 

７月 ８月 ９月 10月 … 合計

〇申請受理件数 155件 854件 224件 348件 1581件

〇支給決定件数 23件 231件 476件 323件 1053件

〇不支給決定件数 0件 2件 10件 14件 26件

（理由内訳）

　・収入要件を満たしていない（収入超過） 0件 2件 7件 11件 20件

　・求職活動要件を満たしていない 0件 0件 1件 1件 2件

　・特例貸付を受けていない 0件 0件 1件 0件 1件

　・生活保護受給中 0件 0件 1件 1件 2件

　・区外 0件 0件 0件 1件 1件

〇中止決定件数（支給決定後の中止） 0件 2件 1件 8件 11件

（理由内訳）

　・生活保護受給開始 0件 2件 1件 7件 10件

　・職業訓練受講給付金受給開始 0件 0件 0件 1件 1件
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６．今後の支援について 

 集計結果より、コロナの影響は、10 代から 50 代の非正規雇用等の世帯の生活に大きな

影響を与え、特例給付、住居確保給付金などの制度を利用し収入減等に対応していること

が推測される。 

また、収入が減少したものの、収入や資産（預貯金・持家等）が生活保護の基準以上の

世帯が多いことから、世田谷区の生活保護申請が例年と同等程度で推移しているものと考

えられる。 

このため、ぷらっとホーム世田谷では、相談者や自立支援金の受給者（受給者から提出

される報告書で相談希望有の方）から生活状態や困りごとを聞き取り、生活（家計）相

談、就労支援等が必要な場合は、支援プランを作成して自立の促進を図りつつ、所持金や

資産が少なく、就労が困難等の理由で生活費の確保ができない場合は、生活支援課を案内

し、本人同意のもと、聞き取った情報を生活支援課と共有し、生活保護相談に円滑につな

げていく。 

また、生活支援課では、ぷらっとホーム世田谷から提供された情報を充分に把握し、相

談者への丁寧な聞き取りを行い、生活保護制度についてわかりやすく説明し、生活保護を

利用した最低限度の生活を保障しつつ、安定した就労等、自立した生活を送れるよう支援

に取り組んでいく。 
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【参考】 

〇生活保護世帯数・人員数 

  

令和３年 令和２年 令和元年 令和３年 令和２年 令和元年

４月 8,790 8,858 8,861 10,134 10,272 10,361

５月 8,769 8,872 8,879 10,099 10,288 10,364

６月 8,771 8,878 8,869 10,086 10,288 10,342

７月 8,783 8,877 8,887 10,102 10,279 10,362

８月 8,782 8,863 8,899 10,099 10,261 10,373

９月 8,783 8,836 8,910 10,113 10,235 10,376

１０月 8,789 8,855 8,906 10,109 10,250 10,376

１１月 8,829 8,882 10,222 10,359

１２月 8,825 8,860 10,217 10,331

１月 8,836 8,867 10,213 10,328

２月 8,790 8,846 10,156 10,293

３月 8,809 8,838 10,178 10,284

合計 61,467 106,128 106,504 70,742 122,859 124,149

保護世帯 保護人員

8,700

8,750

8,800

8,850

8,900

8,950

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

生活保護世帯数

保護世帯令和３年 保護世帯令和２年 保護世帯令和元年

9,900

10,000

10,100

10,200

10,300

10,400

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

生活保護人員数

保護人員令和３年 保護人員令和２年 保護人員令和元年
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〇生活保護申請件数・相談件数 

 

 

 

令和３年 令和２年 令和元年 令和３年 令和２年 令和元年

４月 93 122 94 543 638 560

５月 78 80 124 515 461 565

６月 90 85 92 554 537 520

７月 87 95 116 512 496 568

８月 92 73 96 585 470 585

９月 80 71 99 598 526 485

１０月 105 95 89 627 630 530

１１月 84 75 578 503

１２月 89 70 512 444

１月 106 98 580 502

２月 58 72 532 436

３月 118 112 653 542

合計 625 1,076 1,137 3,934 6,613 6,240

相談件数申請件数

0

50

100

150

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

生活保護申請件数

申請件数令和３年 申請件数令和２年 申請件数令和元年

300

350

400

450

500

550

600

650

700

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

生活保護相談件数

相談件数令和３年 相談件数令和２年 相談件数令和元年
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別紙 生活保護相談実態把握調査 集計結果 

 

１ 基本情報 

 

 

 

 

 

 

２ コロナによる影響 

 

コロナによる影響「あり」は全体の 28.4％（95 件）であり、内容は「収入減」（65 件）

が最も多く、次いで「解雇」（17 件）が多い。「その他」（6 件）は、コロナの影響で家族か

らの仕送りがなくなった（減少した）等であった。  

＊複数回相談のある方は、 

まとめて１件としてカウント 

相談月 相談件数

3月 169

4月 165

合計 334

1回

69.8%(233)

2回

17.7%(59)

3回以上

12.0%(40)

不明

0.6%(2)

1人あたり相談回数 N=334

世田谷

35.9%(120)

北沢

17.4%(58)玉川

5.7%(19)

砧

19.2%

(64)

烏山

21.9%(73)

支所別割合 N=334

男性

52.4%(175)

女性

47.6%(159)

男女別割合 N=334

なし

64.7%(216)

あり

28.4%(95)

不明

6.9%(23)

コロナによる影響 N=334

6

4

6

17

65

0件 10件 20件 30件 40件 50件 60件 70件

その他

就労先なし

病気

解雇

収入減

「影響あり」の内、具体的な影響（重複あり） N=95

単身

60.8%(203)

2名

24.0%(80)

3名

9.6%(32)

4名

3.9%(13)

5名以上

1.5%(5)
不明

0.3%(1)

世帯員数割合 Ｎ=334

＊( )内は件数 

＊( )内は件数 ＊( )内は件数 ＊( )内は件数 

＊( )内は件数 
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３ 年代別・世帯類型別相談割合 

 

年代別では、稼働年齢層（「10 代」～「50 代」）の全体に占める割合が、「コロナ影響

あり」の場合は 64.5％（60 件）であり、「コロナ影響なし」の 43.4％（92 件）に比べて

高く、若い世代に「コロナ影響あり」が多い傾向がある。 

世帯類型別では、「その他」世帯（就労阻害要因なしの世帯等）の全体に占める割合

が、「コロナ影響あり」の場合は 57.9％（55 件）であり、「コロナ影響なし」の 42.2％

（89 件）に比べて高く、高齢、障害、傷病、母子・父子以外の世帯に「コロナ影響あ

り」が多い傾向がある。 

  

【10代】0.5％(1)

【20代】

18.3％(17)

【20代】

7.1％

(15)

【30代】

10.7％

(10)

【30代】

10.8％

(23)

【40代】

16.1％(15)

【40代】

11.3％

(24)

【50代】

19.4％(18)

【50代】

13.7％(29)

【60代】

6.4％

(6)

【60代】

14.2％(30)

【70代】

14.0％(13)

【70代】

21.2％(45)

【80代】

15.1％(14)

【80代】

18.4％(39)

【90代～】2.8％(6)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

コロナ影響あり

（N=93）

コロナ影響なし

(N=212)

年代別相談割合

【高齢】27.4％(26)

【高齢】38.9％(82)

【障害】

6.3％

(6)

【障害】

8.5％

(18)

【傷病】

6.3％

(6)

【傷病】

8.0％

(17)

【母子・父子】2.1％(2)

【母子・父子】2.4％ (5)

【その他】57.9％(55)

【その他】42.2％(89)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

コロナ影響あり

（N=95）

コロナ影響なし

(N=211)

世帯類型別相談割合

＊( )内は件数 

＊( )内は件数 
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４ 収入状況 

  

就労収入では、「コロナ影響あり」の方が稼働年齢層の割合が高いため、就労収入が高

い傾向にあるものの、10 万円以下の世帯が全体の 68.8％（42 件）を占めている。 

 年金収入では、「コロナ影響なし」の方が、高齢世帯の割合が高いため、年金収入が高

い傾向にある。 

 その他収入は、家族からの仕送りや手当収入等であった。 

【なし】41.0％(25)

【なし】70.2％(104)

【1～5万】

9.8％

(6)

【1～5万】6.8％(10)

【5万～10万】

18.0％(11)

【5万～10万】

8.8％(13)

【10万～15万】8.2％(5)

【10万～15万】3.4％(5)

【15万～20万】

9.8％(6)

【15万～20万】

6.8％(10)

【20万～25万】4.9％(3)

【20万～25万】

2.0％(3)

【25万～30万】6.6％(4)

【25万～30万】

2.0％(3)

【30万～】1.7％(1)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

コロナ影響あり

（N=61）

コロナ影響なし

(N=148)

就労収入（月額）割合

【なし】66.6％(52)

【なし】39.9％(73)

【1～5万】

9.0％(7)

【1～5万】

11.5％(21)

【5万～10万】

16.7％(13)

【5万～10万】24.5％(45)

【10万～15万】5.1％(4)

【10万～15万】

14.8％(27)

【15万～20万】1.3％(1)

【15万～20万】6.0％(11)

【20万～25万】1.3％(1)

【20万～25万】

2.2％(4)

【25万~】

1.1％(2)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

コロナ影響あり

（N=78）

コロナ影響なし

(N=183)

年金収入（月額）割合

【なし】88.7％(47)

【なし】87.3％(110)

【1円～5万】

7.5％(4)

【1円～5万】5.5％(7)

【5万～10万】3.8％(2)

【5万～10万】3.2％(4)

【10万～15万】

1.6％(2)

【15万～20万】

1.6％(2)
【20万~】

0.8％(1)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

コロナ影響あり

（N=53）

コロナ影響なし

(N=126)

その他収入（月額）割合

＊( )内は件数 

＊( )内は件数 

＊( )内は件数 
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５ 就労状況・業種別相談件数 

就労状況では、「コロナ影響あり」は「コロナ影響なし」に比べ、「就労中（非正規）」

（38.0％）と「無職（求職中）」（22.8％）の割合が高い。 

 業種別では、「コロナ影響あり」は、「飲食店」（15 件）と美容・理容業等の「生活関連サ

ービス業」（15 件）が最も多く、次いで「卸売業、小売業」（10 件）、警備業等の「その他

のサービス業」（8 件）が多い。 

【就労中】

13.1％(12)

【就労中】

12.6％(25)

【就労中(非正規)】

38.0％(35)

【就労中(非正規)】

18.1％(36)

【無職(求職中)】

22.8％(21)

【無職(求職中)】

5.5％(11)

【無職(求職してい

ない)】19.6％(18)

【無職(求職していない)】

61.3％(122)

【その他】6.5％(6)

【その他】2.5％(5)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

コロナ影響あり

（N=92）

コロナ影響なし

(N=199)

就労状況
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3

1

10

0 1
2 2

3

15 15

0 1
2

0

8

2
0

3

6

2 2

6

7

2

3

1 1 1

7

13

2 2

3

10

7

1 1

9

0件

1件

2件

3件

4件

5件

6件

7件

8件

9件

10件

11件

12件

13件

14件

15件

16件

建
設
業

製
造
業

情
報
通
信
業

運
輸
業
、
郵
便
業

卸
売
業
、
小
売
業

金
融
業
、
保
険
業

不
動
産
業
、
物
品
賃
貸
業

学
術
研
究
、
専
門
・技
術
サ
ー
ビ
ス
業

広
告
業

宿
泊
業

飲
食
店

生
活
関
連
サ
ー
ビ
ス
業

そ
の
他
の
生
活
関
連
サ
ー
ビ
ス
業

娯
楽
業

教
育
学
習
支
援
業

医
療
、
福
祉

そ
の
他
の
サ
ー
ビ
ス
業

政
治
・経
済
・文
化
団
体

公
務

そ
の
他

業種別相談件数（現在または直近の業種）

コロナ影響あり(N=74)

コロナ影響なし(N=86)

＊( )内は件数 
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６ 住宅状況・預貯金 

居住状況では、「コロナ影響あり」は「コロナ影響なし」に比べ、「賃貸」（75.3％）と「ネ

ットカフェ」（2.1％）の割合が高い。「その他」は病院（入院中）や、高齢者施設、グルー

プホーム、女性センター、友人・知人宅等、様々であった。 

家賃・住宅ローン月額では「コロナ影響あり」は 5 万～10 万円が全体の 59.5％（47 件）

を占めている。 

預貯金は「コロナ影響あり」の方が少ない傾向にある。 

【賃貸】75.3％(70)

【賃貸】55.8％(115)

【持家】

15.1％(14)

【持家】23.3％(48)

【都営等公営住宅】4.3％(4)

【都営等公営住宅】9.2％(19)

【路上生活】2.0％(4)

【ネットカフェ】2.1％(2)

【ネットカフェ】

1.0％(2)

【その他】

3.2％(3)

【その他】

8.7％(18)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

コロナ影響あり

（N=93）

コロナ影響なし

(N=206)

居住状況

【なし】

11.4％(9)

【なし】22.4％(34)

【1円～3万】

8.8％(7)

【1円～3万】

13.2％(20)

【3万～5万】7.6％(6)

【3万～5万】

9.2％(14)

【5万～7.5万】41.8％(33)

【5万～7.5万】30.3％(46)

【7.5万～10万】

17.7％(14)

【7.5万～10万】

9.2％(14)

【10万～12.5万】3.8％(3)

【10万～12.5万】

8.5％(13)

【12.5万～15万】5.1％(4)

【12.5万～15万】

1.3％(2)

【15万～】

3.8％(3)

【15万～】

5.9％(9)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

コロナ影響あり

（N=79）

コロナ影響なし

(N=152)

家賃、住宅ローン月額

【なし】

2.9％(1)

【なし】

7.6％(7)

【1円～10万】41.2％(14)

【1円～10万】33.7％(31)

【10万～20万】

14.8％(5)

【10万～20万】

15.2％(14)

【20万～30万】

20.6％(7)

【20万～30万】4.3％(4)

【30万～40万】2.9％(1)

【30万～40万】7.6％(7)

【40万～50万】2.9％(1)

【40万～50万】

5.4％(5)

【50万～60万】2.9％(1)

【60万～70万】

2.9％(1)

【60万～70万】

3.3％(3)

【70万～80万】

2.2％(2)
【80万～90万】

2.2％(2)

【90万～100万】1.1％(1)

【100万～】

8.9％(3)

【100万～】

17.4％(16)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

コロナ影響あり

（N=34）

コロナ影響なし

(N=92)

預貯金

＊( )内は件数 

＊( )内は件数 

＊( )内は件数 
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７ 特例貸付・住居確保給付金の利用状況 

  

特例貸付では、「コロナ影響なし」は全体の 4.2％（7 件）に対し、「コロナ影響あり」は

全体の 44.2％（34 件）が制度を利用（予定）している。 

 住居確保給付金では、「コロナ影響なし」は全体の 5.4％（9 件）に対し、「コロナ影響あ

り」は全体の 29.1％（23 件）が制度を利用（予定）している。 

なお、居住状況が「賃貸」かつ「コロナ影響あり」の場合は、全体の 33.9％（20 件）が

住居確保給付金を利用（予定）している。 

  

【なし】55.8％(43)

【なし】95.8％(156)

【利用済】

5.2％(4)

【利用済】0.6％(1)

【利用中】

14.3％(11)

【利用中】1.2％(2)

【申請中】5.2％(4)

【申請中】0.6％(1)

【申請予定】19.5％(15)

【申請予定】

1.8％(3)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

コロナ影響あり

（N=77）

コロナ影響なし

(N=163)

特例貸付

【なし】70.9％(56)

【なし】94.6％(157)

【受給済】

5.1％(4)

【受給済】0.6％(1)

【受給中】

7.6％(6)

【受給中】3.0％(5)

【申請中】2.5％(2)

【申請予定】

13.9％(11)

【申請予定】

1.8％(3)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

コロナ影響あり

（N=79）

コロナ影響なし

(N=166)

住居確保給付金

＊( )内は件数 

＊( )内は件数 
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８ 相談に至った経緯 

 

「コロナ影響なし」は「預貯金が少なくなったため」（63 件）が最も多く、「その他」を

除くと、次いで「病気で働けない（精神疾患）」（25 件）」、「病気で働けない（精神疾患以

外）」（22 件）、「収入が減少したため」（22 件）が多い。 

一方、「コロナ影響あり」は「収入が減少したため」（62 件）が最も多く、次いで「預貯

金が少なくなったため」（16 件）、「解雇（予定含む）されたため」（16 件）、「借金が支払え

ないため」（13 件）が多い。 

「その他」は一時的な支援を求める路上生活者や、制度に関する問い合わせ等であった。 

2

0

2

1

4

2

5

6

3

0

3

13

4

16

2

62

16

28

12

14

4

4

15

1

22

25

10

15

8

9

10

3

22

63

0件 10件 20件 30件 40件 50件 60件 70件

その他

関係機関（病院等）からの相談

家族・知人からの相談

関係機関（ぷらっと以外）からの紹介

ぷらっとホームからの紹介

家族と別居（離婚含む）希望

就労先が見つからないため

病気で働けない（精神疾患以外）

病気で働けない（精神疾患）

介護費が支払えないため

医療費が支払えないため

借金が支払えないため

家賃が支払えない（住居喪失含む）ため

解雇（予定含む）されたため

仕送りが減少したため

収入が減少したため

預貯金が少なくなったため

相談に至った経緯（重複あり）

コロナ影響なし

(N=216)

コロナ影響あり

（N=95）
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９ 申請に至らなかった理由 

 

「コロナ影響あり」は「特例貸付の制度を利用」（32 件）が最も多く、次いで「ぷらっ

とホーム（自立促進・就労支援）を紹介」（20 件）、「住居確保給付金の制度を利用」（18

件）が多い。 

上記３つのいずれかに該当する方（実数）の全体（実数）に占める割合は、「コロナ影

響あり」は 51.6％（49 件）、「コロナ影響なし」は 10.2％（22 件）であった。 

また「収入が基準以上」、「資産（預貯金、持家等）が基準以上」のいずれかに該当する

方（実数）の全体（実数）に占める割合は、「コロナ影響あり」は 21.1％（20 件）、「コロ

ナ影響なし」は 40.3％（87 件）であった。 

「その他」は関係機関と支援方針を検討中や、転宅後に改めて相談予定等であった。 

7

1

2

3

0

1

8

2

20

14

18

32

5

0

10

10

8

35

13

5

6

1

2

27

4

12

19

6

10

3

1

64

28

20

0件 10件 20件 30件 40件 50件 60件 70件

その他

制度説明のみ

区外へ転出

他の福祉事務所管轄

宿泊所・宿所提供施設へ入所

困窮状態から脱却見込み（収入増、仕送り等）

家族等（同居人含む）と相談する

関係機関（ぷらっと以外）を紹介

ぷらっとホーム（自立促進・就労支援）を紹介

その他の制度を利用

住居確保給付金の制度を利用

特例貸付の制度を利用

高額家賃だが転宅拒否

扶養照会を拒否

資産（預貯金、持家等）が基準以上

収入が基準以上

申請意思なし（連絡不通含む）

申請に至らなかった理由（重複あり）

コロナ影響なし

(N=216)

コロナ影響あり

（N=95）


